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1. 経済システム論の視点一書評の前に
「市場と組織」は経済体制論，あるいはより適切にいって経済システム論の主要テーマ
であるD。 そこでまず，この「経済システム」なる言葉について若干の説明を与えておこ
う。評者の理解するところでは経済システムとは，人々が生活に必要な物的手段を獲得し
ようとするさい，稀少な資源の処分をめぐって互いに他の人々とかかわり合うその相互作
用の全体を指している。そこでは人々が稀少資源の処分の問題を，たとえば資源配分と所
得分配といった形で次々とより具体化•特定化し，かつそれら問題の解決のために一定の
制度をつくりあげている。経済システムのこうした仕組みは，社会システム一般にみられ
る複雑性縮減メガニズムの現われにほかならない。
人々は，いかに生きるべきかという抽象的でそのままでは手のつけどころのない問題＝
世界複雑性を，具体的で操作可能な問題に変形しつつ日常生活を送っているが， これは
N.'レーマン (Luhmann)が問題転移 (Problemverschiebung)と呼んだ複雑性縮減の
方法である。しかし，問題転移だけで人間生活ないし社会の複雑性を処理し切れる保証は
ない。なぜなら，かりに問題を具体化しえたとしても，現代社会では解決を要する問題が
，，ステム
1) 「経済体系」という言葉を意識的に「経済体制」と区別して用いている例は，村上泰
亮•西部邁編「経済体制論」第 II巻社会学的基礎第 1 章「経済体制論への社会学的視
角」にみられる。その中で村上氏は，旧来の「経済体制論」に対して，経済を成立さ
せているシステムの全体を論じ，社会全体の中での経済の布置を探る「広義の経済体
制論」を提唱するが (op.cit., p. 3), 本稿の鏃論もこの「広義の経済体制論」に属
するものといえよう。
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余りにも多く，かつ時と共に新たな問題が次々と発生しているので（複雑性の増大）， 量
的な面で処理能力を超える可能性があるからである。そのため社会は問題処理の能力を高
める別種のメカニズムをいくつかつくり出すことになる。中でも重要なのは，さまざまな
種類の問題を解決するさい，あるレベルまでは答が自動的・機械的に出てくるような装置
を備える（複雑性の）「構造的縮減」のメカニズムであり，そのひとつが制度化ないしルー
ル化である。たとえば個々の大学にとって，誰に入学を許可するかは解決を要する問題で
あるが，ルールが全くなければ学生を選抜（複雑性を縮減）することは不可能である。そ
こでまず学生選抜の問題が，何らかのやり方で志願者に序列をつけるという問題に具体化
（問題転移）され，次いで序列をつけるためのルール（試験制度）が決められる。筆記試
験の得点の大小によって序列をつけるというのであれば，志願者の名前， 身長， 顔かた
ち，親の所得等々の特性にかかわりなく合格者が機械的に決定される。こうして決定者側
としては選抜に要するエネルギーと，特定の人物を不合格にしたことからくる精神的圧迫
を軽減しうる。これはA.ゲーレン (Gehlen)がより広い意味合いで制度の「負担免除機
能」といったものの身近な例証であろう 2)。
以上によりわれわれは，経済システムを他のすべての社会システムと共に，無限定で構
造をもたぬ渾沌としての世界（ルーマン），その世界複雑性の縮減という原問題に対して，
独特の問題転移とそれに対応する独特の制度をもって立ち向かう構造化されたシステムと
とらえることができる。このような社会システム全体に共通する視点は，本稿で扱うタイ
プの市場と組織の議論ーそれは個人行為から出発してシステムの構造化プロセスを論じる
のだが一にはとくに必要なものであると評者は信じている。
さて，市場と組織は経済システムにおける制度化された複雑性処理（縮減）メカニズム
の二大類型であり，市場経済・計画経済の二分法と共にしばしば分析の対象とされてき
た。最近では企業の内部組織をめぐるO.E.ウィリアムソ・ン (Williamson)の議論3)が有
名であるが，彼の分析は論理的にというよりは直観ないし想像力にもとづいてとりだされ
た少数の要因によって組織（企業）の成立を説明しようとする点で， F. H.・ ナイト
(Knight)の不確実性説や， R.H. コー ス (Coase)の取引費用説と本質的に異なるも
のではない。もちろん，組織形態の変化をも取り込んだウィリアムソンの議論は，先行者
2) A. Gehlen, AnthroPologische Forschung, Rowohlt, 1961 (亀井裕・滝浦静雄他訳
「人間学の探究」紀伊國屋書店， 1970),訳 pp.178-192. 
3) 0. E. Williamson, Markets a旭 Hierarchies,Free Press, 1975 (浅沼萬里・岩崎
晃訳『市場と企業組織」日本評論社， 1980).
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のそれより精緻化されており，あげられた諸要因の説明力もかなり高い。その限りで彼の
想像力は秀れていたというべきであろう。だが，ここで欠けていると思われるのは，要因
自体を深く掘り下げて考察する姿勢である。たとえばウィリアムソンは，人間が取引のさ
い私利に駆られて偽りや欺きをなす傾向を「機会主義」 (Opportunism) と呼び，この傾
向は競争者の「少数性」 (SmallNumbers)と組み合わされて顕現化するという。確かに
人間本性はこのような面を時として露にする。しかし，人間はもともと多元的な性格をも
つものであり，他の面への配慮なしに一面のみを強調する論法は，一般理論や体系的理論
を目指すばあいには不適切となろう。
この点で，同じ市場と組織を論じながら，方法的にいわゆる「相互作用論」 (interacti-
onism)の立場をとる村上泰亮・ 公文俊平両氏の分析° は注目に値する。そこではまず，
人間の他者に対する関係が同質性・異質性すなわち，自己と他者を同質と考えるか異質と
考えるかの二元的契機でとらえられる。これはA.スミス (Smith)の共感 (sympathy)
の契機と自愛 (self-love)の契機に対応する。 この同質性ないし集団性と異質性ないし
個別性に結びつけて，相互作用の意識化された類型である「対立」，「一体視」，「協力」の
三者が論じられ，対立処理のシステムとして，同質性（集団性）にもとづく一体視のシス
テム及び異質性（個別性）を保存する協力のシステムの二つがいわば論理的必然性をもっ
ことが示唆される。結局，村上・公文両氏の理論では市場と組織はそれぞれ協力を主軸と
するシステム，一体視を主軸とするシステムとして論じられる。但し， 「市場は，財の所
有権や認定・測定のルールに関する同意，つまり一種の＜一体視＞を基礎として成立して
おり，組織は，参入か脱退かに関する交換すなわち一種の＜協力＞を出発点として成立し
ている。おのおのが，その基礎的ないし予備的部分において，その主要原則とは逆の原則
を採用しているわけで……二つの基本的契機，あるいは二つの原則（一体視と協力）が，
いわば重層的に結合されている」”のであるから， 市場＝異質性・個別性，組織＝同質性
・集団性とする単純な二分法があてはまるわけではない。とはいえ，市場や組織を社会現
象全体の広い視野のもとに，可能な限り根源的に原型を求めて考察しようというのであれ
ば，この村上・公文両氏の分析方法はひとつの有力なモデルとなるにちがいない。
前置きが長くなり過ぎたが，それというのも書評に先だち評者の視点を多少とも定めて
おきたかったからである。
4)村上泰亮・公文俊平「経済体系の構造と機能」富永健一編「経済社会学」社会学講座
8東京大学出版会， 1974,第7章ー10章。
5) op. cit., p. 210. 
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古くからのテーマである「市場と組織」をそのままタイトルにしたV.ヴァンベルクの
書物は，上に例示した分析と比べてどのような特徴をもっているのであろうか。われわれ
の理解に何を付け加えてくれるのであろうか。これが以下の関心事である。
2. ヴァンベルク『市場と組織』の検討
(1) 内容の概観
ヴァンベルクのこの書物は，マンハイム大学社会科学部の教授資格論文として書かれた
ものである。副題が「個人主義的社会理論と団体行為の問題」となっていることからも予
想されるように，社会的事実とか集合表象といった個人を超えた社会的なるものを前もっ
て措定するE.デュルケーム (Durkheim)流の方法論的集合（社会）主義の立場は，社
会有機体説と共にはじめから考察の対象外におかれる。すなわち著者は集合主義的あるい
は有機体論的な実体化にかかり合うことなく，個人主義的社会理論の枠内で集合的ないし
団体的行為の分析モデルをつくりうることをこの研究で明らかにする！）。 といっても，社
会現象をすべて個人の必理に関する命題で説明しようとするG.C.ホマンズ(Homans)流
の心理学的還元主義2)に走っているわけではなく，むしろホマンズのそれを含む「交換理
論」は市場行為の説明には適しているが，団体行為には同じ個人主義的基礎によりながら
も別種のモデルが必要であると主張される。
著者に従って内容をあらかじめ目次風に概観すれば次のようになる (S.4-7)。第一章...... 
ではまず，今いった別種のモデルとして「合資源モデル」 (Modellder Ressourcenzusa-
mmenlegung)が提示され， それが団体行為にかかわる二つの基本問題すなわち団体的
意思決定及び（団体）成果分配をどのように組み込むか，またこの問題を解くために団体
1) op. cit., S. 2-3. 以下でとりあげられる諸社会理論において方法論的個人主義と価値
規範としての個人主義は必ずしも明確に区別されておらず，たとえばハイエクのばあ
いなど後者の意味合いの方が浪厚である。しかしヴァンベルクが自己のモデルの展開
にあたってとる立場はプキャナンとタロックが TheCalculus of Consentで表明し
たのと同様，方法的意味に限定された個人主義である。
2)ホマンズの心理学的還元主義の基本的仮定は，「多くのことが社会行動の中に発現!-,,
しかも絶えず発現しつづけており，それは孤立した個人の行動の中に観察できない。
しかし，彼らがたまたま相互作用しているという所与条件を考慮に入れるなら，個体
としての個人についての命題によって説明されえないものは何ひとつ発現していな
い」というものである。 G.C. Homans, Social Behavior, revised ed., Harcourt, 
1974 (橋本茂訳『社会行動」誠信書房， 1978),訳 p.17. 
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はいかなる構造をとりうるかが示される。さらに付論的に， 従来の社会学における「団
体」「制度」「組織」等の議論を展望し，合資源モデルが，これらの議論の扱った理論的問
題への有効な接近法たりうることを予告する。
第二章では，個人主義的社会理論の立場から合資源モデルがもつ意義を探る。著者によ
れば，このモデルは現代の個人主義的社会理論の先駆たるスコジトランド道徳哲学派が，.... 彼らの個人主義的—進化論的思想でもつて排除した個人主義的考g約論的伝統を（一部）復
活させるものであるという。 さらに個人主義的→信化論的社会理論を代表する交換モデル
の基本構造を示したうえで，このモデルに対してよくなされる批判のいくつかが誤ったも
のであると指摘する。問題は，交換モデルにつきものの「二者間」視点が団体的構造の適
切な分析を妨げるところにある。ここでの結論は，交換モデルと合資源モデルは統一的な
個人主義的社会理論の中で補完関係にあり，それぞれが社会にみられる二つの典型的構造
すなわち市場構造及び団体的構造に適合するということである。
続いて第三章では，社会諸科学の文献によりつつ，市場・団体の二分法の理論的意味を
考える。まず，社会学と社会人類学の中に対応する構造の二分法を求めたのち，経済学に
目を向け，中でもF.A.vonハイエク(Hayek)の「自生的秩序」と「団体的秩序（組織）」
の区別に注目する。加えて，法学の領域においても交換関係と団体的関係の理論的区分が
問題となることを諸学説を引きつつ明らかにする。
第四章は，社会秩序の説明に交換理論がどの程度まで有効で，どこに限界があるかを論
じる。そこでは社会秩序の問題が「囚人のジレンマ」の構造をもっている点から出発し，
この問題が交換モデル的にはどう解かれうるかを明らかにする。結果として，交換モデル
は行為者の数が限られており，かつ社会関係が継続するばあいにのみ妥当するものであっ
て，かかる条件がないばあいには団体的行為のモデルによらねばならぬことが分かる。最
後にこの結果を一般化して集合財問題に適用してみる。
第五章においては第一章であげた団体的行為の二つの基本問題（団体的意思決定と団体
成果分配）により立ち入った考察を加える。そのさい，公共選択の理論や新政治経済学な
ど，最近の経済学分野での成果が合資源モデルの枠組に取り入れられる。まず，団体的行
為一般の基礎にあるものとして集合財問題に着目し，団体的行為の創始，次いで組織内で
の動機づけメカニズムが論じられる。動機づけの問題は，団体（組織）のばあいには市場
と異なり，個々の成員の貢献と報酬が直接機械的に結びつけられていないことから発生す
る。このあと，支配すなわち集権的団体意思決定の問題が，団体的行為の一般問題として
とりあげられ，第一章の団体構造のタイプ分けに対応させて支配の型を区別する。とくに
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意思決定組織の「民主的」タイプについては委任された決定権力の統制の問題をくわしく
論じる。
全体の構成を一瞥した印象でいえば，著者ヴァンベルクは社会学・経済学・法学・人類
学等，テーマに関連する諸領域を渉猟しつつ，最終的にはいわゆる新政治経済学に逢着
し，そこによりどころを求めているかのようである。これは方法論的集合主義を排するこ
とからくる必然的結果であり，また著者の議論の限界を示すものでもあると評者は予感す
るが，このあたりにボイントを置いて内容のよりくわしい紹介と検討に移ろう。
(2) 合資源モデル
ヴァンベルクが「交換モデル」の対偶として提唱・する「合資源モデル」は，その着想を
J. s. コールマン (Coleman)から得ている。コールマン自身の考え方は，ヴァンベル
クの独訳もある「権力と社会構造』3)にうかがうことができる。現代社会においては， 団
体的行為者 (CorporateActor) と呼びうる「新しい人」（法人）が個々人 (Natural
Persons)の行為の客体として大きなウェ・イトを占めるようになり， 個人のもっている権
力はさまざまな団体的行為者に部分的に委託される。その結果，個々人は直接統制できる
権力の多くを失い，無力感 (senseof powerlessness)に陥ってしまう。彼はこう指摘
したのち，個人が再び権力を取り戻すにはいかなる方法が考えられるか，団体的行為者と
個人が共存していくみちはどこにあるかを説く。
評者が見た限りでほコールマンの分析は，現代社会にひとつの性格描写を与えたものと
いえるが，ヴァンベルクがさしあたり取りあげるのはそうした全体的展望ではなく，団体
的行為者の規定など分析用具的な部分である。まず団体的行為者 (korpo~ativeAkteure) 
というのは，複数個人が一定の資源を拠出し，その処理を個別的にではなく，まとまって'
行なう場合に形成される。そのさい， 「資源」は個別行為者が自らの環境に影響を及ぼす
べく投入しうるあらゆるものを指し，物的・非物的な財から人的能力までも含んでいる。
団体的行為者は拠出される資源の種類，成員数，拘束の強さ，成員期間等により，さまざ
まな形態（たとえば，株式会社，労働組合，同好会，教団，都市．国家等々）をとりうる
が，すべての団体的行為者に共通する課題は，プールされた資源の処理に関する集合的意
思決定と団体成果の分配の二つである。この二つの問題に対処するための代表的調整メカ
3) J. S. Coleman, Power a叫枷 Structureof Society, W. W. Norton, 1974 (独訳
. Macht u叫 Gesellsc板ftsstruk加， iibersetztvon Viktor Vanberg, Tiibingen, 
1979). 
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ニズムとして二種類のものが考えられる。ひとつは，中心的調整者を決め，他の成員は意
思決定を彼に委ね，予め定められた実際の団体成果とは独立の報酬を受け取るというもの
で，調整者の報嗣は団体成果から他成員の取り分をのぞいた残余となる（独裁的ー階層的
タイプ〔monokratisch-hierarchischerTyp〕）。もうひとつは，個別成員の意思を何ら
かのやり方で集計して集団的決定に至り，成果は一定の算式を用いて分配するというもの
である（同輩的—民主的タイプ〔genossenschaftlich-demokratischer Typ〕）。もちろん
これらは純粋型であり，現実の団体的行為者のばあいには両者が組み合わされることが多
ぃ。たとえば株式会社のばあい，株主の集団は後者のタイプで，従業員は前者のタイプで・
それぞれ組織されている。調整のタイプを成員の側からみると， 彼らは， 資源フ゜ ルーの
（単独あるいは共同）処分権をもつか否か，報酬が実際の団体成果に依存して決まるか，
固定的（契約的）かの二つの基準により四類型に分けられるが，通常のタイプは処分権あ
り・成果依存的報酬と，処分権なし・固定的報酬の二つであり，残りの二つはそれらの異
型 (Abweichung)とみなしうる。
ヴァンベルクは，彼の「合資源モデル」をおおよそこのように組み立てたのち，中心概
念である「団体的行為者」に包括される集合的行為単位の諸名称をとりあげ，それらを用
いた理論において団体的行為の問題がどのように扱われてきたかをレヴューする。具体的
には Verband(団体： F. テンニー ス， H.ヘラー ， M,ウェー バ__:,W. ゾンバルト），
Gruppe (集団： G, ジンメル， A.フィアカント， R.ダー レンドルフ）， Institution(制
度： E, デュルケー ム， B,マリノフスキー， A.ゲー レン， M.オー リウ）4l, Organisation 
（組織）の四つの概念が対象となるが，そのうち合資源モデルの考え方と強い類縁性をも
つのは Verbandの諸理論と組織理論であり，とくに後者はのちの章においてしばしば参
照・ 援用される。
集合行為の分析枠組としてのこの合資源モデルは，かつて村上泰亮氏らによって提唱さ
れた社会哨蚤済システAのモデル5)にも似て， 基礎的な用語の定義の段階から一般的適用
可能性への配慮を含んでいる。それはすでに「資源」の定義にみた通りであるが，さらに
4)制度ということばは，「組織された集団」及び「規範的調整ないし社会一規範的行動
型」という二つの意味をもつ。デュルケームは主に後者の意味で，マリノフスキーは
前者の意味で使っている。ゲーレンのばあいは，はっきり区別していないが両方の意
味で用いており，オーリウは両者を区別して使っている。 (Vanberg,op. cit., S. 32 
-35) 
5)村上泰亮・熊谷尚夫・公文俊平『経済体制」岩波書店， ・1973, 第1章ー3章。
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個別行為者の「行為」を，彼の手持資源の一定部分の投入ないし使用と定義し，個人は稀
少な手持資源の使用にさいし，個別的使用と共同的使用（＝団体的行為者への参加）及ぴ
両者の中間形態のあいだで選択・配分の問題に直面するという構図を採用する。
レーベン レーペンスうウフ
人間，とくに現代社会に生きるわれわれ，の生は，履歴書の記述に典型的に現われ
るように，さまざまな団体的行為者への参加と脱退の継起としてよくとらえることができ
る。この事実に思い至るならば，ヴァンベルクの一見ごくシンプルなモデルに，企業組織
論といった限定的領域を超えた人間行為の一般理論への指向を見出すことは容易である。
とはいえ，枠組のみで評価を下すのは性急に過ぎよう。問題は，モデルをいかなる思想的
意義づけのもとに展開するかである。この点を次にみてみよう。
(3) 個人主義的社会理論と合資源モデル
ヴァンベルクは第二章において合資源モデルを個人主義的社会理論の系譜の中に位置づ
ける。そのさい，このモデルは団体意思決定と成果分配に関する調整を含むゆえ，団体憲
法への合意，従ってまた成員間の社会契約を前提にしているという基本的理解から出発す
る。これは，モデルの着想を与えたコールマンにすでにみられるものであり，彼と共にヴ
ァンベルクも，社会構造の個人主義的説明のうち自然法的—契約論的伝統に自己の準拠点
を求める。そしてこれと対照されるのが， スコットランド道徳哲学の進化論的思想であ
る。
まず，ホッブズ，ロック，ルソーらの名前と結びつく自然法的—契約論的思想は内容的
には多岐にわたるが，ここで注目すべきは，古典的な自然法的契約説にすでに，合資源モ
デルに通じる「一般的な個人主義的団体理論」の萌芽がみられる点である。社会契約説を
はじめて理論にまで高め，あらゆる人間の共同生活が関係者の契約にもとづいているとい
う考え方を自己の政治・社会システムの構成原理としたのは， J. アルトゥジウス (Joha-
nnes Althusius, 1557-1638)であるといわれるが，社会契約が資力や能力の共有化と支
配権力を伴うとする彼の考え方は，合資源モデルのそれに近い。しかし，マンデヴィル，
ヒュー ム，ファ--;-ガソン， スミスらに代表されるスコットランド道徳哲学の個人主義的—
進化論的思想が契約論と対立したのは，権利や資カ・能力の合ー（共同化）による団体組
成という考え方においてではなく，契約論のもつ合理主義的側面，すなわち合同によるメ
リットが団体組成の動機をなすという考え方においてであった。スコットランド道徳哲学
者たちは，社会的制度 (Einrichtung)は有機体的，無意識的発展（進化）の一環として
漸次的に形成されるものであり，そのメリットが予め知られたり，常に意識されるもので
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はないと主張する。彼らは，個人行為の動機の問題を行為の社会的帰結の問題から切り離
し，個別行為者の「相互適応」と行為の「意図せざる社会的帰結」という二つの銀念を中
心に据えて議論を展開する。そしてこれが主に経済学において発展させられる「交換モデ
ル」と市場システム分析につながっていくわけである。だが，市場分析への専念と交換モ
デルの優位は，団体的構造という社会理論的問題をなおざりにすることとなった。
一般的個人主義社会理論としてみたばあい，交換モデルにはいかなる限界があり，それ
は契約論の伝統を汲むとヴァンベルクがいう合資源モデルによってどのように修正ないし
補完されるのか。これが次に明らかにされるべき点である。
交換モデルは社会構造を交換関係のネットワークとしてとらえ，そこでは「交換はそれ
が取引当事者の双方にとって（主観的に）コストを上回る利益をもたらすばあいに成立す
る」という仮定がおかれる。見のがしてならないのは，社会の現実を交換理論的に解釈す
. . . . . . ........ . 
るさいには，当事者の主観的評価が問題になっていること，そして行動に対する外的制約
条件に重要な役が与えられることの二点である。従って，暗に客観的な価値を想定して，
一方の利得は他方の損失であり，交換は二人零和ゲームだといった主張 (L.クラウゼン）
をなすことは交換理論の誤った解釈に力を貸す結果となろう 6)。
交換は主銀的に双方を有利化するとはいえ，双方を満足させるとは限らない。交換にお
ける不満足はとくに上の第二の点，すなわち行動の制約条件ないし与件に関連して問題と
なる。ここでは制約を強制 (Zwang) と権力 (Macht)の二面からとりあげ，双方有利
化の交換モデルが強制と権力の問題を扱いえないのではないかという疑念に答える。強制
に関していえば， P.M.ブラウ (Blau)のように，物理的強制を伴わない自発的交換のみ
を扱う傾向がたしかにあるが，強制のケースを定義によってモデルの対象から外すのでは
なく，むしろ行動制約の問題として交換モデルの枠内に取り入れる方が実りあると思われ
る。具体的には，ある行動代替案を選択不能にするか，その選択に負のサンクションを課
すことによって当該代替案の期待価値を低下させるとき，強制が存在するとみるのであ
る。この意味での強制は程度の差はあれ， 日常的に銀察されるものであり，自発一強制の
境は社会規範的基準による以外は本来あいまいなのである。権力についても，行為者jの
選択にさいし，行為者iとの交換によって得られる利得が他の代替案から得られる利得よ
りも大きくなるような制約が課せられているとき， iはjに権力を及ぼしていると定義で
6)デュルケームやテンニースの交換観念にはこうした客観的価値均等の考え方がみら
れ，他方 R.vonイエーリング (Jhering)や G.ジンメル (Simmel)は交換を導
くものが主槻的価値であることを指摘している。 (Vanberg,op. cit., S. 51-53) 
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きる。権力をこのように交換理論に即して定義するなら，あらゆる交換関係には権力がつ
きものであり，しかも交換における権力は当事者双方が互いに相手に対してもっという点
が明確になるはずである。 F.J.ストルテ (Stolte)とR.M. エマーソン(Emerson)が要
約したように，交換における権力は相手への依存性の裏返しであり， BのAへの依存性が
AのBに対する権力に等しい。そしてこの依存性は，代替的交換関係の数がふえるほど，
つまり競争が激しいほど小さくなる。
交換モデルに客観的価値の均等という視点を押しつけたり，そのモデルが強制と権力を
扱いえないと批判したりするのは当を得ていないことが分かった。ではヴァンベルクが団
体的行為者の分析にとって交換モデルが不適当だと主張する理由はどこにあるのだろう
か。それは，交換モデルが本質的に二者間交換のモデルであるという点にほかならない。
このことが，交換モデルを市場構造向きに，それゆえ市場構造から区別される団体的構造
独特の性格をすくい取れないものにしてしまっているとヴァンベルクはみる。交換モデル
を団体構造に適用するばあいには，交換概念の再解釈ないし拡張が必要となり，たとえば
ブラウやホマンズは組織内交換について「間接交換」といった概念を導入している。交換
理論にみられる二者間交換や自己調整的市場メカニズムヘの視野限定は， P. 工ケー
(Ekeh), J. ライヴリー (Lively), J M. ブキャナン (Buchanan)らによっても批判
的に指摘されているが，交換理論が個人主義的社会理論の発展の中で果たしてきた中心的.............. 
役割を思うとき，この視野限定は，団体的行為者の個人主義的理論の展開を妨げ，個人主
義的方法の無力を印象づけるのに大きく与ったといえよう。これに対して合資源モデルに
よれば，団体的行為者の特殊性は個人主義的説明枠組の内部で扱いうること，従って個人
主義的説明と，行動単位としての集合体の観念は決して相容れぬものではないということ
が明らかになる。
ここでの基本的な考え方は，交換モデルと合資源モデルは共に人間行為に関する理論か
ら出発しており，その意味で個人主義的社会理論を共通の足場にもつが，説明モデルとし・
ては適用範囲を異にするということである。すなわち，合資源モデルは交換モデルと同じ
く，個々人の選択行為がどのように社会的組織を作り出し，支えるかを説明しようとする
社会構造の個人主義的モデルであり，個人の行動が期待利得の関数であるという仮定もま
た交換モデルと共有する。他方，モデルの前提条件の違いに関していえば，交換モデルで
は参加行為者の個別的な決定が分権的に相互適応を通して調整されるのに対し（市場），
合資源モデルのばあいには集権的調整が行なわれる（中央調整当局）。また，交換におい
ては給付と反対給付ないし，貢献と報酬が直接連動しているのに対し，団体的行為のばあ
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い両者の関係は分配規定を介した間接的なものとなる。
社会構造の基本モデルとして市場的なものと団体的なものを分けるのは，社会科学では
珍しいことではない。ヴァンベルクiま続く第三章の全体をついやしてそのような構造区分
の典型的な例をいくつかあげ，交換モデルと合資源モデルの対置がそれらの議論を体系的
に整理するものであるとの結論を導く。
(4) ハイエクの秩序論
第三章は H.アルバート (Albert)の「市場」と「組織」， M.D.サーリンズ(Sahlins)
の「互酬」と「共同出資 (Pooling)」”にはじまり， F.バース (Barth),工ケー，エマー
ソン，ブラウ，ルーマンをへて H.スペンサー (Spencer)の「軍事型・産業型」に立ち
返る第1節， ハイエクの秩序の二類型，すなわち「つくられた秩序」 (geschaff ene 
Ordnung=組織）と「おのずからなる秩序」 (gewachseneOrdnung=自生的秩序）を
とりあげる第2節，そして個人法と社会法など法学的カテゴリーに社会構造区分との平行
性を探る第3節からなっているが，著者自身も言うように，この章の内容は幾分本論から
離れており，また諸学説への言及も大半がごく短いものである。それゆえ，ここでは本論
に最も関連すると思われるハイエクの自生的秩序論に的を絞ってみておこう。
ハイエクは社会秩序の解明，すなわち個々人の行動の複雑な社会的からみ合いの中にみ
られる規則性一この規則性が人々の期待を安定させ，計画的行動を可能ならしめるのであ
るが一の解明を社会理論の核心的問題と考える。そのさい，秩序には中央当局によって意
図的につくり出されたもののほか，要素（人々）の相互適応を通して意図せずひとりでに
生まれるもの＝自生的秩序 (spontaneOrdnung)もあるという点が強調される。ハイエ
クによれば，自生的秩序こそあのスコットランド道徳哲学が生んだ決定的な社会理論上の
発見であり，「市場秩序の理論」としての経済理論の基礎となるべき事実である。かくし
て，ハイエクの関心は二つの秩序のうちもっぱら自生的秩序の方に向けられ，つくられた
秩序ないし組織については，すでによく知られており理論的説明を要しないと考える。
自生的秩序とつくられた秩序（組織）は二つの面で区別される。ひとつは前者が目的を
もたないのに対し，後者が一定の目的の達成をめざすこと，もうひとつは（第一の点とも
かかわって）前者が抽象的行動規則にもとづくのに対し，後者が具体的命令にもとづくこ
7)サーリンズの「互酬」は K.ボラニー (Polanyi)のいう「互酬」と「（市場）交換」
を合わせた概念とし・て用いられている。 また Poolingはボラニーの「再分配」に対
応する。
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とである。 このばあい抽象的行動規則とは，不確定な起こるべきケースヘの適用を想定
し，かつ禁止事項のみを含む規範的規則を指している見
ハイエクは自生的秩序の生成フ゜ロセスを逝ィ・ヒプロセスと性格づけるが，そこには
① 一般的規則によってのみ導かれるプロセスの中で，個々の行為者の多種多様な個別的．．．．．．．．． 
行動からひとつの意図せざる全体結果（秩序成果）が生ずる
② 自生的秩序の基礎をなす一般的規則それ自体も，漸次的発展のプロセスで個々人の努
カの集まりの意図せざる産物として形成され変化をとげる
という二つの考え方が含まれており，この二つはさらに
R 社会の成長過程で自然にかつ漸次的につくりあげられる秩序や規則は，特定の知性が
意識的・計画的につくり出すそれよりもはるかに広範囲の試行錯誤の経験を体化してお
り， 目的達成にとって役立つ
⑥ 規則の自生的発達は淘汰フ゜ロセスであり，適応と学習，競争と模倣などを通じて，合・
目的的でより有効な秩序形成に導く規則が選ばれていく
という基底的信念によって支えられている。
ハイエク，ならびに個人主義的一進化論的伝統一般にみられる傾向は，個別目的を追求
している行為者の自生的共同が（ハイエクのばあいは知識・経験といった情報上の優位を
理由に）意図せざる社会的好結果を生むという点に注目する一方，組織化された行動の説
明を脇へやってしまうことである。しかし，自生的プロセスが意図せざる望ましくない結
果を招くばあいもありうるわけで，ここに行為者の行為の計画的相互調整＝意識的組織化
が肯定される面が生じる。ハイエクも限定的な目標の達成や袋小路の打開に組織あるいは
意識的規則設定が有効もしくは不可避となる可能性を認めるが，それ以上組織行動ないし
団体的行為に立ち入った考察を加えてはいない。
個々人の努力の自生的集まり (spontanes Z usammenspiel)がすべての参加者にとっ
て望ましくない結果を生み出すという状況こそ，理論的関心を組織行動ないし団体的行為
の問題に向かわせるものなのである。そして，経済学の内部で，個人主義的な経済学の説
明枠を体系的に団体的行為の問題に適用しようとする新しい理論が発展するきっかけとな
8)もちろん，ハイエク自身が認めるように，規則が一般的・抽象的，命令が具体的とい
うのは程度の問題であり，また組織といえども規則なしで動けるわけではない。ただ
同じ規則でも組織規則と一般的行動規則では湘性格が異なるとハイエクは主張する。
(F. A. van Hayek, Law, Legislation and Liberty, Vol. I, University of Chicago 
Press, 1973, pp, 48-52) 
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ったのも，この種の社会状況への関心の高まりであった。かくしてヴァンベルクは，個人
主義的一進化論的社会理論の正統たるハイエクを通して，この理論のもつ限界をより明瞭
な形でとらえると共に，それを超克する試みとして公共経済学ないし新政治経済学に注目
するのである9)。
(5) 交換理論の限界
社会秩序の問題は，ハイエク以外にもすでに多くの社会理論家によって解明の努力が積
み重ねられてきた古典的テーマであるが，この問題をいま，いわゆる「ホッブズ問題」の
形で表現すれば，完全な無規範状態からいかにして平和的かつ規範に従った共同生活が発
展しうるかということになる。そのばあいまず，ホップズ的無政府状態を脱し規範的秩序
が確立すると，武装解除（防衛費節約）の利益 (Abriistungsvorteil)や不確実性除去の
利益が行為者にもたらされるという可能性を認めるとしよう。ところでこれらの利益は，
個々の行為者からみれば，自分以外の行為者が規範に従う限りで実現するものであって，
当の行為者自身が規範に従うか否かには依存していない。それゆえ，一方で自分だけは規
則遵守のコストを免れようとする只乗りへの誘惑と，他方で自分が規範に従っても他の者
は従わないかもしれないという懸念が生まれ，全体として規範的秩序が形成される保証は
なくなる。この事態を印象的に描いたのが， よく知られている「囚人のジレンマ」であ
る。そこでは共犯者双方にとってよりよい状態が存在するにもかかわらず，落ち着くとこ
ろはアナーキーとなってしまう。ではジレンマを避ける道はあるのだろうか。あるいはこ
の問に対して交換理論が与えた答は満足すべきものなのだろうか。
交換理論では，規則ないし規範は交換過程における当事者相互の行動調整及び適応の結
果，次第に出来上がってくるものと考えられている。すなわち交換過程は規則を守らない
ことに対しコストを課し，守ることを個々の行為者の利害計算のうえで有利にするような
「相互サンクショニング」を含んでおり，囚人のジレンマの利得行列でいえば，ジレンマ
に陥らずにすむような利得数値が成立しているという基本的な仮定がある。かかる仮定が
9)秩序理解におけるハイエクとヴァンベルクの違いは，ひとくちで言えば，自主的秩序
（市場）とつく・られた秩序（組織）の間に主・従の関係を認めるか否かである。ハイ
エクのばあいは自主的秩序への強い信頼が先にあり，組織や意識的につくられた規則
には部分的補整以上の役は与えられない。一方．ヴァンベルクは交換モデルと合資源
モデルの対置に示されるように， 両秩序の並列的な補完関係を想定する。 この違い
が，団体的行為を扱うさいの両者の姿勢の違いとなって現われているわけである。
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現実的なのは，交換が一回限りのものではなく，長期にわたって維持すべき関係であるば
あいにほかならない。 B.マリノフスキー (Malinowski)がトロブリアンド島民について
観察したのもまさにこの長期的交換関係であり，彼の記述はわれわれに相互サンクショニ
ングの存在をはっきりと教えてくれている。社会秩序の形成と安定化をもっぱら相互交換
のもつ行動制御的メカニズムによって説明し，社会統制の分権的システムとして「市場」
を重視するのはスコットランド道徳哲学系の社会理論であるが，マリノフスキーの観察し
た事例は，同じく分権的で行為者の相互統制と適応にもとづくシステムではあっても，市
場とは異なる性格を有している。 Ch.ジグリスト (Sigrist)は互酬関係をこわしたくない
という気持が行動の自己制御 (Selbststeuerung)に導くマリノフスキー的ケースを「統
制されたアナーキー」 (regulierteAnarchie)と呼んでいる。
「統制されたアナーキー」にせよ「市場」にせよ，それが分権的社会統制の包括的シス
テムとして有効に機能しうるには，規則やぶりの負うべきコストが十分大きくなくてはな
らない。そうなるための条件のひとつは，上にあげた交換関係の継続性ないし長期性であ
り，もうひとつは交換当事者の少数性である。集団規模が大きくなるにつれ，一行為者の
規則やぶりが全体に及ぼす影署は目立たなくなり，彼の負うべきコストはそれだけ小さく
なる。日常生活において統制されたアナーキーの原理が働いている場面はしばしばみられ
るが，大集団をこの原理によって組織化することはむずかしい。それは，大集団になるほ
どフリーライダー志向あるいはブキャナンが「大数のジレンマ」と名付けた状況が顕著に
現われるからである。以上で明らかなように，交換理論は社会秩序に関して部分的説明を
与えるものではあっても，一般的説明枠組とはなりえない。かくしてわれわれは，改めて
「囚人のジレンマ」ないし「大数のジレンマ」を克服する道ありやという問に答えねばな
らない。
今や問題は，規則やぶりのコストを十分大きくするにはいかにすればよいかという形に
具体化されているが， この問題を考えるにあたっては D.ヒュームの議論が役に立つ。彼
は個人主義的一進化論的伝統の創始者のひとりとして，相互的適応と意図せざる発展のメ
カニズムを強調すると共に，秩序問題に対する純粋に交換理論的な解答がもつ限界と，大
数のジレンマからの脱出法にも論及しているからである。ヒュームのジレンマ解決策は，
規則遵守の監視と確保が当人の直接の利害にかかわるような位置に若干の人を据えるとい
うものであり，市民政府（国家）の起源はここに求められると彼はいう。ヒュームによれ
ば，国家の主要任務は規則やぶりに対して， それがひきあわなくなるほどのコストを課
し，もって規則体系の遵守を確保するところにあり，国家組織とは人々が互いの利益を守
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るためにつくり出した自発的約定の産物である。
469 
大数のジレンマやフリーライダーが生じるのは，上に述べたような社会秩序のばあいだ
けではない。集合財の供給と費用負担に関しても，分権的システムでは同様の事態を避け
ることができず，• やはり政府（国家）等の中央権力による解決が必要となる。この問題は
すでにヒューム（共有牧草地の灌漑の例）や J.s. ミル（労働時間短縮運動の例）によっ
て指摘されているが，最近では公共選択の理論ないし新政治経済学等が，集合（公共）財
問題を通して，従来の経済学でもっぱら交換ネットワーク（市場）の分析に用いられてき
た個人主義的説明法を，団体ないし組織行動に適用する道を開きつつある。 M.オルソン
(Olson)の「集合行為の論理一集合財と集団の理論」 (1968) はかかる方向を示す代表的
著作のひとつであり，そこでは，集合財が一旦供給されると集団の特定メンバーを利用か
ら排除できないという性質ゆえに，放っておいたのではどのメンバーも費用負担をしよう
とはせず，共同利益は実現に至らないとして，やはり大数のジレンマが中心テーマになっ
ている。すなわち，個々のメンバーが自己の費用負担を集合財供給にとって不可欠とみな
す程度，及び只乗りを断念させ費用負担に向かわせる力となる制裁の強さ，この両者は集
団規模が大きくなるにつれ弱まるから，一定以上の規模をもつ集団では，集合財供給を実
行するために公式組織が必要になるとオルソンは説く。この公式組織の役割は，正負の選
択的誘因の投入によって行為者の選択状況を変え，集合財供給に対する費用負担を直接個
人的利益に結びつけることである。
交換理論の限界を指摘する中で浮かび上がってきたのは，大数のジレンマと組織ないし
団体行動の必要性との間の関係である。この関係はすでに社会契約の考え方の基礎に示さ
れていたと思われるのであるが，スコットランド道徳哲学派は2-(3)でふれたように，契
約論のもつ「合理主義」的側面に対立する「漸次的発展」を強調するあまり，団体的行為
者の社会構造上の特殊性を理論的にとらえる努力を怠り，ために契約論モデルに含まれる
団体的行為解明の手がかりを見出さずに終った。かかる事情をふまえたうえで，ヴァンベ
ルクは最終の第5章において，先の団体的行為の二つの基本問題と関連させつつ，契約論
的な合資源モデルが団体ないし組織行動の諸理論を体系化する適切な準拠枠たりうること
を明らかにする。
(6) 団体的意思決定及び団体成果分配
(6)-1 成果分配
プキャナンによれば，集合財供給のばあいには，全員（ないし多数）の間の一種の社会
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契約が必要であり，そこでは行為者集団の共同かつ同時的履行義務が定められるという。
ギブアンドテーク
同様の指摘は，交換における授受関係と対比させて「義務の複合体」の必要性を強調した
E. R. A. セリグマン (Seligman)にすでにみられるが，いずれにせよ，彼らの指摘する
点は合資源モデルで扱う団体的行為にもあてはまる。団体的行為のばあいには，一旦団体
が結成されてしまえば，結成コストを負担しないメンバーにも利益が及ぶから，団体の結
成それ自体が集合財の性質をもっている。ではいかにして団体ないし組織は結成されう
るのか。すなわち，誰が潜在的利害関係者をして共同フ゜ールヘの資源拠出を行なわしめる
のに必要な「結成（開始）コスト」を負担するのであろうか。もし，団体成果のしかるべ
き分け前が保証されるとか，威信，権力，影響力といったものが与えられるとか，何か特
別の利益が手に入るのであれば，結成コス・トを負担する「組織者」が現われるかもしれな
い。この意味で組織者は団体的行為の創始・調整に投資する「政治的ないし社会的企業
家」である。
組織者（創始者）を含め，全メンバーにとって資源拠出の条件は，当該団体への拠出が
資源利用の他のすべての代替案より大きな利得を期待させることである。かかる利得計算
は，交換にさいして行なわれる考量と形の上で似ている。そこから，団体的行為者への参
加を交換関係ととらえ，団体的行為の分析に交換モデルを適用しようとする試みが出てく
る。たとえばR.H.ソールズベリー (Salisbury)の「利益集団の交換理論」や， Ch.I. 
バーナード (Barnard),H. A. サイモン (Simon),J. G. マーチ (March)らのいわゆ
る「組織均衡の理論」ないし「組織の誘因ー貢献理論」は，企業家あるいは組織と成員の
間の交換という考え方を柱にして展開されている。これらの交換理論的接近は利得計算が
問題になる限りでは有効な面を持つとはいえ，いくつかの欠陥を含んでいる。第一にそこ
では，行動（為）単位としての組織なる実体がはじめから存在するものと考えられてい
る。あるいは，組織に代えて企業家を交換当事者とみなすばあいには，そもそも組織とは
何かが明らかにされないままになる。第二に，組織と交換関係にはあるが成員関係にはな
い行為者をどうやって区別するか（すなわちどこまでを組織のメンバーと考えるか）の明
確な基準がない。上記の人々は，単なる用語上の問題であるとか，恣意を避けがたいとか
の理由であえて基準を設けようとしないが，資源を拠出した組織構成員（従業員や出資者）
と，拠出せず交換関係でのみつながっている者（顧客や納入業者）との間にはやはり本質
的な違いがある。これは団体的行為の理論にとって根本的に重要な区別であり，団体的関
係と交換関係の共通性、を強調すると，この区別が失われ，ひいては団体的構造と交換ネッ
トワークの差異をも軽んずることになる。組織はいかなる意味において一交換ネットワー
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クとは異なり一集合的行動（為）単位とみなされうるのかという問に交換理論的接近では
答えることができないのである。一方，合資源モデルに依拠するなら，個人的利得計算の
局面を考慮するだけではなく，組織という単位の一義的な区画基準を示し，団体的行為者
の内部構造に理論の光を当てる可能性が開かれる。
すでにふれたように (p.173)団体においては個々のメンバーの貢献と成果分け前は
直結していない。そのため，全体としての団体成果が大きくなることは，すべてのiメンバ
ーの望むところであるとはいえ，各メンバーが成果拡大に相応の貢献をする保証はない。
つまり団体成果は個々のメンバーにとって集合財の性格をもつのである。分配問題の解決
は2-(2)にあげた組織の二つの基本型，すなわち独裁的一階層的タイプと同輩的一民主的
タイプのいずれをとるかで異なってくる。前者のばあい，調整役を除く他のメンバーの報
醸は予め決められており，調整役は総団体成果からこの予定報酬を引いた残余を受け取る
ものとされているので，調整役にとって，団体成果の極大化，従ってプールされた資源の
有効な投入と他成員の貢献監視は直接自己の利益にかかわることがらとなる。後者のばあ
ぃ，個別成員の報酬は予め決められたものではなく，実際の団体成果をみながら，何らか
の分配規定にもとづいて決定される。そのさい，分配規定が貢献と分け前（報酬）の間の
高い相関をもたらすようにつくられていれば，それだけ個々のメンバーは強い貢献誘因を
与えられ，より大きな団体成果が期待できる。このような分配規定を見つけ出し実行する
ことは，団体的行為者の規模が大きいほど，またプールされる資源や団体成果が質的に均
ーでなく貨幣額表示しにくいほど困難となろう。
(6)-2 意思決定
成果分配と並んで，団体的行為者の直面するもうひとつの基本問題は， 団体的意思決
定，具体的には資源フ゜ールに関する統一的・集中的処理であった。ここでは，集合的意思
決定か否かの区別が重要な意味をもち，民主制から独裁に至る集合的意思決定のさまざま
な方法は，「市場」を調整役とした分権的意思決定に対置して扱うべきものとされる。
団体的行為者においては，拠出資源の処分が中央当局に委ねられる限りで，メンバー個
人の意思決定の自律性は一部放棄され，代って支配が発生する。この点が市場構造との根
本的な違いであり，交換関係のばあいには権力の問題は生じても，支配の問題は出てこな
いのである。上で (p.182)団体参加を交換とみなす接近法の欠陥を指摘したが，それは
言葉をかえれば，支配の問題への系統立った取り組みを欠くということにほかならない。
たとえば A.アルキャン (Alchian)とH.デムゼッツ (Demsetz)は企業家と従業員の
間の企業内関係も，企業家と顧客の間の市場関係も共に交換関係であり，ただその型が集
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中的か分散的かの違いがあるのみだと主張し， 「支配」を企業組織のメルクマールに含め
ていない。しかしこれは，彼らが団体的行為の問題のうち，団体的意思決定（資源プール
の統一的処理）の問題を正面から取り上げなかったことの裏返しにすぎず，彼らとても資
源処理を論ずる場面では， 監視 (monitoring)という言葉を用いてやはり支配の問題に
言及しているのである10)。
支配の構造は，団体的意思決定規定のありよう如何で著しく異なったものとなりうる。
独裁的一階層的タイプの組織では，資源プールの処分権は中央当局の手中にあり，団体成
員は権限を当局に委譲している。このとき中央当局が自然人 (natiirlichePerson)であ
る限り，決定権力の実行面を除き特別の問題は生じないが，中央当局が行為者の集団から
構成されているばあいには，次の同華的一民主的タイプに現われるのと同じ問題が出てく
る。同輩的一民主的タイプの組織では資源プールの処分権が拠出者集団全体にあるため，
個々のメンバーの意思を集団の意思にまとめあげる意思決定手続きが必要となる。メンバ
ーの間には，一方で資源の（自己にとって）効果的な投入可能性を確保しようとする関心
と，他方で自己の希望に反する資源投入をなるべく阻止したいという関心の両者に関して
利害対立が存在する。後者の関心が最も強く反映されるのは全員一致規定であり，それに
よれば自己の希望に反する決定は確かに行なわれないが，他の者にも同じ拒否権が認めら
れているのであるから，自己の望む投入が団体決定として実行されるチャンスはきわめて
少なくなる。逆に，前者の関心に最もよく応える規定は，どのメンバーにも団体的行為者
の名で決定を下す権利を認めるという「誰でも規定」であろうが，このばあいには自己の
利益に反する投入が行なわれる危険が最も大きくなる。いま，この両極端の規定の間に，
上の二つの関心をさまざまな程度にみたす可能な意思決定規定のスペクトルがあると考え
るなら，個々のメンバーにとって拠出した資源が重要であるほど，また団体的決定の帰結
が広範囲に及ぶほど，後者の関心により大きなウェイトがおかれ，対応する決定規定はス
ペクトル上を全員一致規定の方向へ移動するといえるであろう。ちなみに「多数決」は必
要とされる「多数」の割合に応じて，このスペクトルの上に順に並ぶ妥協案として表わさ
れる。
ところで，全員参加による意思決定は成員数や決定すべきことがらが多くなるほどコス
トを高めがちである。そのため，通常は決定権をより小さな集団ないし一個人に委任する
10) A. Alchian and H. Demsetz, "Production, Information Costs, and~conomic 
Organization," in: E. G. Furubotn and S. Pejovich (eds.), T. 加 Economicsof 
Property Rights, Ballinger, 1974. 
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ことが必要，または合目的的となる。しかし，権限委任はコスト削減と団体の行動力強化
に役立ちうる一方で，危険をもはらんでいる。すなわち，資源が自己の利益に合わないや
り方で使われたり，あるいは委任された者が権力を利己的に用いたりするかもしれないの
である。
このジレンマは，メリットとデメリットの間のいわば「交換比率」が団体内外の条件次
第で決まってくるという点において，「全員一致規定」 と「誰でも規定」を両極とする意
思決定規定のばあいに直面したジレンマとは性格が異なっている。たとえば，コールマン
によれば，団体における個人の利益確保のチャンスは①各人が自分の資源を団体的行為者
からひきあげて代替的用途に向けうる容易さ（市場権力）と，③各人が団体内で団体的行
為者の意思決定に影響を及ぼす可能性（組織権力）の二つの条件に依存しているという。
①についていえば，資源ひきあげの容易さ一退出コストは，株式会社のように小さいもの
から国家とくに社会主義のそれのように大きいものまで団体によってさまざまであり，か
つこのコストは脱退料や暴力的制裁などの内的退出障壁，及び資源の代替的用途がどれ＜
らいあるかという（外的）市場構造，の両者に依存して決まるものである。退出コストが高
いほど，個人にとってRの要因が重要性を増してくる。成員のもつ組織権力の大きさを決
定的に左右するのは（権力を委任する）代表者の選抜方法である。そのさい，代表者の地
位にとどまるには成員の利益を考慮せざるをえないような選抜方法になっていれば，各人
は委任した権力に対して有効な統制力を保持しうる。この間接的権力統制以外に直接統制
の手段もありうるが，そのばあいには，統制活動にコストがかかるほど，フリーライダー
の現われる可能性が大になることに留意しなくてはならないpなぜなら，有効な統制はコ
ストを負担しない成員にも利益をもたらすからである。
以上のところでヴァンベルクは，団体的意思決定のもつ構造的基本問題にひとつの性格
づけを行なったとし，そこから明らかになった主な点として，①団体的行為者における成
員利益の確保のために適切な社会組織的方策を立てることが決定的に重要である，②社会
組織的規定化と団体権力問題の関係を調べることは社会理論研究の特に重要な課題であ
る，という二点をあげ，本論を結んでいる。
3. 若干のコメント
これまで，ヴァンベルクの「市場と組織」について内容の紹介を中心に述べてきた。最
後に評者の感じたところを二，三しるしておこう。
ヴァンベルクは市場と組織の；モデル表現として交換モデルと合資源モデルを対置する
185 
474 闊西大學「経清論集」第34巻第3号 (1984年7月）
が，そのばあいの交換モデルはあくまでも，個人主義的伝統によるそれ，具体的には経済
学のモデルやホマンズモデルであって， P.工ケーによって強調されたもう一方の伝統，
すなわち集合主義の交換モデル (M.モー ス， C.レヴィ＝ストロー ス）1)は厳密に議論の対
象から除かれている。そのため，かりに集合主義的交換モデルを取り込んだならば，おそ
らく市場一個人主義的交換モデル，組織ー集合主義的交換モデルという対応によって説明
されたであろう二分法が，個人主義の枠内で，市場＝進化論＝（個人主義的）交換モデ
ル，組織一契約論ー合資源モデルという対応を与えられ，結局組織の問題は，集合的意思
決定と成果分配に関する有効なJレール，すなわち只乗りを防ぎ組織への積極的資源拠出を
誘発するようなルールの考案に帰着している。これは，ほかならぬ新政治経済学のテーマ
である。しかしながら，ブキャナンは方法論的個人主義をうたい，自己の理論を契約論の
伝統に分類するさい，契約論が現存の政治機構の改良・変更には役立ちうるが，政府の起
源の問題に対しては無力であることを認めている2)。 とすれば，組織は必ずしも契約論的
なルールのみにもとづいて成立しているわけではなく，それらルールに先立つ基底的部分
(root)があると考えねばならない。言い換えると，意思決定や分配のルールは確かに組
織存続の必要条件ではあっても，十分条件ではないということである。この意味でヴァン
ベルクの分析は，市場と組織のいわば形式(formal)分析にとどまり，実体(substantive)
分析を意識的に切り捨てているといえよう 3)。従って，彼の分析に対しては，たとえば佐
伯啓思氏によってブキャナン・タロック，オルソンらの理論に向けられた次のような批判
がそのままあてはまることになろう。すなわち， 「方法的個人主義に基づく投票理論や自
発的集団理論は，組織が形成され機能する制度的条件を前提したうえでの議論であり，制
1) P. Ekeh, Social Exchange Theory: The Two Traditions, Heineman~. 1974 (小
川浩一訳『社会的交換理論」新泉社， 1980).
2) J. fy'.[ Buchanan and G. Tullock, The Calculus of Consent: Logical Founda-
tions of Constitutional Democracy, University of Michigan Press, 1962 (宇田
川璃仁・監訳「公共選択の理論ー合意の経済論理」東洋経済新報社， 1979),訳pp.363 
-365. 
3)この形式・実体ということばは， K.ボラニーの形式的経済学 (formaleconomics) 
と実体的経済学(substantiveeconomics=制度的分析）の区別が意味する内容を念
頭に置いて使ってしヽ る。 (K.Polanyi, "The Economy as Instituted Process," in : 
K. Polanyi et at. (eds.),、Tradeand Market in the Early Empires, Free Press, 
1957 (玉野井芳郎・平野健一郎編訳「経済の文明史」日本経済新聞社， 1975所収）．
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度構造自体の分析に適した枠組とは考えがたい」°。
市場と組織を社会構造の二大類型ととらえる以上．その分析は単なる形式的 ruleを扱
うのみで足りるはずはな<.市場や組織を成り立たせている基底 (root)にまで及ぶ必要
がある。このように言ったからとて， もちろん基底ないし起源の問題が完全に解かれう
る，あるいは解かれるべきだと主張しているのではない。ただ，挫折したとはいえ，契約
論それ自体は起源の問題に取り組んだのであり，またヴァンベルクによって排除された集
合主義は，少なくとも構造の原型に遡るひとつの道を示している。はじめにふれた村上・
公文両氏の試みの如く，人間本性の二面性ないし多面性を認めるだけでも，利得計算にも
とづいて行動する合理的人間像を相手にひたすらルール発見パズルに没頭すれば，それで
社会構造が明らかになるなどとは信じられないはずである。今の段階で評者自身が代わる
べき分析枠組の青写真を準備しているわけではないが，とりあえず，ヴァンベルクの個人
主義的方法によるアプローチがもつ限界を指摘しておきたい。
個人主義か集合主義かの方法論的対立，あるいは両者の統合可能性に関しては決着がつ
いていない。かりに個人主義的方法をよしとして採用するなら，その限りでヴァンベルク
のこの書物は，かなり広範囲の成果を通覧し，それらを収めうる自己の枠組一交換モデル
vs. 合資源モデルを提示している点で，市場と組織の形式分析としては完成度が高いとい
えるかもしれない。いやむしろ，•著者にしてみれば， その点をこそ強調したいのであっ
て，予めとらないと宣言した集合主義を持ち出して云々されるのは迷惑な話であろう。し
かし，個人主義のレパートリーが次々と余すところなく演じられることによって，かえっ
てその限界を浮き彫りにし，集合主義への思いをつのらせる結果になったというのが評者
のいつわらざる感想である。ともあれ，この程度の感想で「書評」を名乗るのは著者に対
して失礼だといわれそうである。このありうべき批判に答えるためには，まず集合主義的
アプローチによる市場と組織の分析の現状と可能性を示す必要があるが，これは評者の次
の課題として，ひとまず長過ぎた「書評」を終えることにしよう。
環書 ViktorVanberg, Markt und Organisation, J. C. B. Mohr, 1982. VIII, 202 
Seiten.〕
4)佐伯啓思「公共経済学の批判的展望」（村上・西部編前掲書第4章）， p.141. 
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